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はじめに

海運界における輸送革新の進展が港湾ターミナノレにさまざまなインパクトを与えて

いることは周知のとおりである。

ここで紹介しよ うとする文献は，そのような事情を背景とした， 1963年（第3回〕

以来2年毎に世界主要港で開催されてきた第7回国際港湾総会における諸論文集であ

る。

1971年6月6日ー12日，カナダのモント リオーノレ港で、開催された第7回総会には世

界40ヵ国の327名が集い，わが国からは32名のメンバーが出席した。なお，アメリカ

地域では，アメリカの90名（メンパーのみ，以下同じ〉を筆頭にカナダの49名，アジ

ア地域では，前記わが国の他にニュージーランドの17名，ヨーロッパ地域では，イギ

リスの18名に次ぐフランスの10名が出席者数の多い国々 であった。これは， 第3回ニ

ューオノレリンズ大会 (1963年5月〉の 9カ国，139名（このうちメンパーは76名〉の

参加国 ・出席者数と比較すると興味あることである。

1. 本書の内容構成

本書は全4部と付録2部から構成されている。すなわち， 第1部は大会運営機構の

概要が中心となっており，第2部は主として第l会議から第3会議までの議事内容で

あり，第3部が本書の中心をなすと恩われるものであり，そこでは，コンピューター

と港湾，およびコンテナリゼーションのパネノレディスカッション議事録と主要論文5

篇小論文9筋が取扱われている。パネノレテ♂イスカッションからは，世界主要港におけ

るコンピュータ一利用事情と これをめぐっての悩める現実的諮問題が生じてきている
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こと，およびコンテナリゼーシ ョンの動向と今後の港湾開発のあり方等を窺いま日るこ

とができる。そして，主要論文，小論文においては，主として，コ ンテナリゼーショ

ンがもたらすさまざまの問題点と対応策 ・若干の提言が指摘されている。第 4部は

1969-1970年の会計報告と1971-1972年の事業予算計画の取扱いが中心となってい

る。そして，付録1では，名誉会員と大会運営事務局および理事会の新役員の紹介，

その2では，パネノレディスカッションの報告論文8篇が収められている。

論文13筋は以下のとおりである。（P.Aはポート・オーソリティ の怠，以下同じ〉

(1) コンテナリ ゼーション

(1) スモーノレエリアと特殊条件下におけるコンテナターミナノレの効率的運営方法

(Peter Evans, Montreal) 

（ロ） エリ ザベスポートオーソリティのマリンターミ ナルにおける運営実績（A.L.

King, P.N.Y.A) 

付ハードウェイから学んだ教訓I(Dudley Perkirrs, P.L.A) 

悼 5年後のコンテナ革命（F.S町kens,P. Antw邑rp)

(2) コンピューターと港湾

付） モントリオーノレ港におけるコンピュ－fl一利用と全国情報システム（F.B.

Ellam, N.H.B, Ottawa) 

（吟 カナダ東部地域におけるコンピューター導入事情 と交通〔JohnL. Eyre, 

Mcgill University〕

付米国におけるコンピュータ一利用と交通（CliffordC. Mull巴r,P. Seattle) 

伺 コンピューターと港湾（N.N.B.Ordman, P.L.A) 

(3）主要論文

仔） 港湾の役割と経済計画（栗相義明，〔前〕運輸省港湾局長〉

（ロ）政府間海事関係協議機階活動と港湾 （R.R.Macgillivray，カナダ運輸省〉

付 税関と結合一貫輸送（GeorgeH. Heidbreder，ワシントン地区税関局〉

悼港湾財政政策 （StanleyJohnson, B.T.D.B) 

体） 都市センターの旧施設の廃棄と近郊都市センタ ーのコンテナ化対応策として

の新施設の開発（BenE. Nutter, P. Oakland) 
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2. 主要論文の要旨

まず， コンテナリゼーションについては，P.Evans論文では，ターミナノレの存在

理由を，マンチェスターとモントリオールの2泌を例にあげて説明し，タ ーミナノレ計

画については，タ ーミナノレの規模が，必ずしもその運営上不可欠なものではないと

し，さらにターミナノレ運営については，「安全性の利益追求の観点から，諸機械設備の

維持補修 ・クリ ーニングに留意することが重要である」としている。AL. King論文

では， 「ターミナノレ運営上切らかになったこ とは，コンテナターミナノレ内での異なっ

た積卸方式（コンテナオンシャーシーシステムと二段式ストラドノレキャリアシステム〉

の経済的効果は，各々の投資額と営業成績と総費用を考慮に入れた場合，あまり大差

がないことである」と強調している。DudleyPerkins論文では，ロ ンドン港からみ

たコンテナリゼーションの 経験を踏まえ，いくつかの教訓！と結論を引出している。

「たとえば，投資財源の発見は困難であること，陳腐化概念は10～15年前で、は非常に重

要ではなかったが，科学技術の変化の著しい今日で・は，それが港湾管理者の財政政策

および料金政策における重要なファ クターとなってきた。」 また，「ロンドン港て・は，

専用タ ーミナノレ沿いに平行して公共ターミナノレ施設がますます開発されようとしてい

ることに注目したい」と述べている。 F.Suykens論文では， 「過去数年間のコンテ

ナ化の進展によって従来の海港は理論的にも実践的にもさまざまな問題に直面し，船

舶の集中化現象は今後とも－｝~続くであろう」として，これを北大西洋諸港について

実態把握を行ない，さらに，コンテナ輸送に伴う港湾施設計画と内陸混載貨物センタ

ー・ 税関の通関センターのあり方について述べている。

次に， コンピューター問題については，F.B.Ellam論文では， 「多数の小港があ

るオタワ港では現在，コンピューターは設置されていないので，運輸省のコンピュー

ターサービスを利用している。そこで‘は，港湾、経由貨物と港湾労働者が未統制な状況

下にあるので，最も効率的 ・効果的な管理運蛍と統制のための管理情報システムの導

入が要請されていること，一方，政府が港湾利用者に対する benebiciarypayの考え

方を採用してコンピューター導入を図ってきたこと」を説明している。 JohnL. Eyre 

論文では，東部のステベドアーによって用いられているコンピューターシステムを，

“Housekeeping”を例示してシステム的に述べ，「巨大なシーランドとトリオ・コンソ

ルジアに対抗することができる」として，カナダ太平洋鉄道が現在開発中のC.P.シス
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テムの概観を行なっている。CliffordC. Muller論文では，「シアトノレ港のカーゴシス

テム開発に交通システムが利用され，これが交通システムにおけるコンピューターの

適用を可能ならしめ，現在，コンピューターは23港で利用されており，シアトノレ港て、

は施設建設と施設技術計画のために MITの COGOを用いている。ニューヨーク港

では貿易センターピノレ建設用に PER-C.P. M.が用いられ」， 「輸送革新の著しい現代

ではそれはカーゴコントロ ールとコンテナコントロ ーノレに用いられているが，コン

ピュータ一能力に変数取扱上若干の問題（設も困難な問題の一つである〉があり，特

に異種輸送システム聞においては，未標準化のコード構造は機械を混同させがちであ

る」と指摘している。N.N.B.Ordman論文では P.L.Aにおける EDPシステムの適

用について述べ，「ポテンシャノレなコンピューターの適用を港湾内部管理とその外部

管理にわたって考え」，これを P.L.A内部のプログレスについて叙述している。そし

て，コンピューター開発計画の概要を，集中化されたコンピューター・ データ ・パン

クを基にした総合的管理情報サービスの創造という観点から述べ，「つい最近，ベノレギ

ーでもイギリスの SITPROを主モデノレとした SITPROCOMとして知られている，

システム改善のための委員会が設置されたこと」 を明らかにしている。

第3の主要論文報告では， 栗栖論文はこれまでの 1955年以来の一連の経済計画と

の関係で港湾を把え，今後の港湾開発のあり方については，「工業港の開発維持が重要

であり， 港湾を経済進歩の原動力として開発せねばならなし、」とし， 「近年， 港湾、は

物的流通 ・工業生産，また都市再開発上非常に重要にな り，特に輸送革新下の港湾、に

おいては，コンテナタ ーミナノレの改善と長距離フェリ ー輸送の速かな開発が必要であ

る」と述べ， 「今後の港湾開発計画には一連の経済計画と同様に，工業経済活動の条

件変化に伴う適応性の維持が不可欠である」としている。 R.R. Macgillivray論文で

は，海上の安全性と環境汚染について問題提起し，特に， 「海上汚染問題の処置方法

について関発が行われるならば，それは港湾管理者の利益になるはずである」と強調

し， 「海上の安全性確保のためには，IMCO諸規定と他の国際関係機関の諸勧告は最

低限遵守されなければならなし、」と している。 G.H. Heidbr巴der論文は，「国際貿易

の発展とコンテナリゼーツョンの進展する港湾ターミナノレにおいては，従来の税関コ

ント ローノレ ・検査は困難になってきた。すなわち，最新荷役機械の導入とその効率的

操作により荷役作業時間が節約されるとL、う荷役合理化の結果，税関コン トローノレ・

検査時間は減少せざるを得ない。このため，税関保証と税関コントローノレ・ドキュメ
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ントとの分自m，新しい税関手続を柔軟性あるものにするという ITAの決定に従うこ

とが必要である」と述べている。 S.Johnson論文は，「港湾事業上望ましいことは，

実資本（＝realCapital）に手をつけないようにしておくべきであり， これによって

借入金依存を減少せしめることができ」港湾料金政策については，適正な料金構造の

体系化（＝d巴V巴lopment）が港湾管理者財政の目標達成に関して重要であり，それ

は港湾施設利用の促進によって開発せしめられるような料金政策でなければならな

い」と述べ，また 「多くの国々の港湾事業は全体的に，納税者に当該コス トを負担せ

しめない自立採算制となるように期待されていることを強調したし、」としている。さ

らに同論文は，投資開発プロジェク トを評価する際に用いられる投資基準，財政上計

画統制jの必要性について触れている。B.E.Nutter論文では， 「コンテヲ 化に伴いタ

ーミナル施設が水際線地区に建設・開発されるに従い， 保管機能施設や物的流通施設

の中には港頭地区から都心近郊への立地を余儀なくさせられるものがあり， このため

都心地区に立地していた従来の旧関係施設は取りこわされ，他方，都心の管理機能施

設や住宅・商業機能施設を中心とした面開発が進んでいる」と述べ，このような都市

再開発計画が湾港背後地交通機能形成上に問題を生ぜしめていることを指摘してい

る。

3. 小論文の要旨

ここで紹介する小論文はすべてパネノレディスカッションの行なわれたものである。

まず，第1日目に討論された S.G. Sturney論文（“港湾研究分野における国連貿

易開発会議リサーチつでは，「全船舶の回転はし、かにしたらスピードアップされうる

か，港湾経費をいかにして減少させるか，最も経済的な船舶取扱いにはいかなる港湾

設計が保証されねばならないか」とし、う疑問を投げかけ展開している。 「後進国にお

ける港湾専門技術者の育成に必要なことは，開発途上国，時には先進国の港湾から被

訓練者を任じさせることである」としている。E Schenker論文（“コンテナ船の趨

勢と問題”〉では，コンテナ船の出現した背景を，企業合併の進行，新しいカーゴ荷役

方法の利用，および新型船舶の運航の観点から明らかにするとともに， 70年代におけ

る国際港湾の直面する問題を示している。Schenkerの関心が投資問題にあることか

ら，本論文では，「港湾は今日，社会的費用問題に直面しているがゆえに，投資決定

に際しては，社会的費用の測定は困難であるがこれを含めた“full-Cost”で行なうべき
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である」と大胆に示唆している。F.K.Devos論文 〈“港湾料金適用上の原則とその

提示に際して避けるべき誤り”〉 で、は，「港湾料金の決定にあたっては，ポートサーピ

ス需給の経済的関係を検討すべきである」とし，「荷役料金を除いた港湾料金の定義

に最も主要な要素は非利潤獲得可能性と完全独占とのこつであるから， 港湾料金の提

示に際しては，この二要素を考慮しなければならなし、」と強調している。

次に，第2日自にディスカ ッションされた JosephL. Stanton論文では，「港湾は

国家資源であり，市民のためのもの」という視点から， 「港湾は基本的に人類の進歩

にとって不可欠である」としている。また， 「今日の環境問題は国家のプライオリ テ

ィと政府の計画の問題であり，このプライオ リティは政府の計画に影響を与え，しか

もそれが環鏡問題へのアプローチを決定するものである。このプライオ リティ こそ再

検討されている時代であり， 港湾は反環5・z汚染の問題の有利な目標となってきた」

と述べている。 ］.R. Sainsbury論文 （“港湾料金の単純化つでは，「単純化の第一

歩として， 10年前に， 荷主に埠頭料金を収集させるように，月に一度P.Aに送金さ

せた。 また， I皐頭料金表を100から30に単純化した。 将来， P.Aに関するかぎ り， :fi~

換え料金と船積料金は廃止されるであろう。また，多くのヨーロ ッパ諸港（イギリス

は例外）で利用 しているパースリースシステムはより一般的に採用されねばならない

であろう」と示唆し， 「船舶 ・貨物の包括的な料金が確立されねばならないJと結

んでいる。R.Vleugels論文（“港湾問の協調は可能かつ て・は，「協調が可能な場合

には，その最終目的はどこにあるか」と問題提起し，「“原則・制限・形式”等の検討」

を試みている。「この場合， 港湾問の協調に影響を与えるのは “~~rn良” 条項であるか

ら，同ーの利益，共通の利益を図るような行動をとれば協調は可能でーある」と してい

る。

録後？こ，第3日自に討論された論文は，HarryC. Brockelの“現代の港湾管理者

への挑戦”， JacquesGruotの“港湾におけるカーゴ荷役の研究方法”， および D.N. 

Cassidyの“国際協調と港湾警察”の三つである。 H.C.Brockel論文では，「今日，

環境破康問題に対する“戦争”は特に米国，カナダの主要港において激しく展開されて

おり， 米国では，1970年初めにカリフオノレニア州知事の諮問機関としの “ブルーリ ボ

ン委員会”が設けられ，カリ フォノレニア州沿岸の水際線120マイノレにわたってこの種

の問題研究を開始した。 その結果，同委員会は向う2年間カリフォノレニア介｜沿岸線に

おけるすべての開発事業を中止するよう勧告した。 将来，港湾と都市におけるこの種
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の“戦争”はますます激化するので，港湾（管理者〉は“環境破壊防止”の立場から港湾機

能と都市機能との調和を要請されるであろう」としている。 J.Gruot論文では， 荷

役業務の詳細な分析を行ない， 「この分野においては総合研究の利用できる例は少な

い」とし，「P.Aの調査では，カーゴ荷役研究に対して港湾労働者と私企業が非協力

的であったことがわかった。したがって，カーゴ荷役の総合研究は技術 ・管理分野を

熟知することから始めねばならない」と述べている。さらにGruotは，荷役手順につ

いての叙述に始まり， 岸壁における荷役限界費用等を分析している。 D N. Cassidy 

論文は「水際線＊命送の安全性は重大な問題で、あり，これは，コンテナの利用の増大が

もたらした新しい問題である」としている（この種のカーゴ窃盗 ・犯罪は幸運にもカ

ナダ諸港では発生しなかった〉。このような犯罪は「港湾警察聞の情報交換の不足に

よって大いに助長されるものであり」， したがって，カーゴ窃盗犯罪は「水際線輸送

業者と港湾管理者が犯罪防止方法 ・技術を大いに開発すること」によって減少するけ

れども，「なによりも国際港湾努察関の協調ー情報交換の徹底等ーが必要であるこ

と」を強調している。他方， Cassidyは 「このようなカーゴ窃盗犯罪防止のために，

主要港では，港湾警察が港湾利用者と協力して港湾情報センターの設立準備を進めて

いるJと述べている。

諸論文の概要紹介を終えるに際して，コンピューターの普及化について警告的発言

を行なった Gothenburg港（スウェーデン〉の S.Axelson の発言を忘れてはなら

ないであろう。 「シア トノレ港の C.C.Mullerは，われわれにコンピューターシステム

の導入についての意思決定があまりにも早急しすぎであると警告してくれたが，これ

は正しいと思う。私は，1969年 Gothenburgで行なわれた ICH CA会議で港湾情報セ

ソター設立案を提案したが，今にして思うことは，港湾地域におけるコンピューター

の導入についてはあまりも楽観的であった」と。

おわりに

以上のような本書の概要紹介から，世界主要港におけるコンピューターの普及化，

コンテナリゼーションの動向，港湾関発のあり方等多くの点において学ぶところがあ

った。これは，本書の入手に際して北見俊郎先生，荒木智種先生にいろいろとお手数

をかけていただいたものによると，改めて感謝の意を表したし、。

本書の紹介の不十分 ・不満足な点は今後の研究に免じさせていただきたし、。


